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気候変動と「流域治水」
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気候変動に伴う大雨の発生頻度の変化

 より強度の強い雨ほど増加率が大きい傾向
 1時間に100mm以上の雨は40年前の倍に増加

【出典】気象庁HP「大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化」
棒グラフ（緑）:短時間強雨（１時間降水量50mm以上）の年間発生回数（アメダス1,300地点あたり）
太実線（青） :5年移動平均値
直線（赤） :⾧期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）

年間発生回数（平均）1時間の
雨量 2016～2025年1976～1985年

4.4回2.2回
100㍉
以上

25回14回
80㍉
以上

340回226回
50㍉
以上

2倍

約1.8倍

約1.5倍

1976～1985

平均 226 回
1976～1985

平均 226 回

2013～2025

平均 340回

2013～2025

平均 340回

2013～2025

平均 25回

2013～2025

平均 25回

1976～1985

平均 14 回
1976～1985

平均 14 回

2013～2025

平均 4.4回

2013～2025

平均 4.4回
1976～1985

平均 2.2 回
1976～1985

平均 2.2 回
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⃝ 短時間強雨の発生の増加や台風の大型化等により、近年は浸水被害が頻発しており、既に地球温暖化の影
響が顕在化しているとみられ、今後さらに気候変動による水災害の頻発化・激甚化が予測されています。

※ここに例示したもの以外にも、全国各地
で地震や大雨等による被害が発生

【平成27年9月関東・東北豪雨】

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害

（茨城県常総市）

②小本川の氾濫による浸水被害

（岩手県岩泉町）

【平成28年8月台風第10号】 【平成29年7月九州北部豪雨】

③桂川における浸水被害

（福岡県朝倉市）

【平成30年7月豪雨】

④小田川における浸水被害

（岡山県倉敷市）

【令和元年東日本台風】 【令和2年7月豪雨】 【令和3年8月からの大雨】

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)

⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

■毎年のように全国各地で浸水被害が発生

【令和4年8月からの大雨】

⑧最上川における浸水被害

（山形県大江町）

■気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)

⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

洪水発生頻度流量降雨量気候変動シナリオ

約２倍約１．２倍約１．１倍２℃上昇時

約４倍約１．４倍約１．３倍４℃上昇時

降雨量変化倍率をもとに算出した、流量変化倍率と洪水発生頻度の変化の一級水系における全国平均値

※ ２℃、4℃上昇時の降雨量変化倍率は、産業革命以前に比べて全球平均温度がそれぞれ2℃、4℃上昇した世界をシミュレーションしたモデルから試算
※ 流量変化倍率は、降雨量変化倍率を乗じた降雨より算出した、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の流量の変化倍率の平均値
※ 洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の降雨の、現在と将来の発生頻度の変化倍率の平均値

（例えば、ある降雨量の発生頻度が現在は1/100として、将来ではその発生頻度が1/50となる場合は、洪水発生頻度の変化倍率は２倍となる）

気候変動による水災害の頻発化・激甚化
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流域治水の本格的実践

○施設整備には時間を要することになるが、その間でも、温暖化により洪水による被害が深刻化する恐
れがあるため、河川整備を加速することに加え、本川下流のみならず上流や支川など中小河川も含め
流域全体で、国・都道府県・市町村、地元企業や住民などが協働して取り組む「流域治水」により治水
対策を推進。

<<ハード・ソフトが一体となった流域治水の取組イメージ>>

4



水災害を自分事化～流域治水に取り組む主体を増やすための取組～

水災害リスクの自分事化
住民や企業などが自らの水災害リスクを認識し、自分事として捉え主体的に行動する

流域全体の水災害への取り組みへ
水災害から自身を守ることからさらに視野を広げて、地域、流域の被害や水災害対策の全体像を認識し、自らの行動

を深化させることで、流域治水の取り組みを推進する
※流域治水に取り組む主体を増やす（自分のためにから、みんなのために）
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○ 東京都内では、「荒川」、「利根川・江戸川」、「中川・綾瀬川」、「多摩川」、「鶴見川」流域において、『流域治水プロジェクト』を策定・公表済み。

○ 令和6年4月より、気候変動の影響により当面の目標としている治水安全度が目減りすることを踏まえ、流域治水の取組を加速化・深化させるため、

必要な取組を反映した『流域治水プロジェクト2.0』への更新を実施。

流域治水プロジェクト関連（プロジェクト2.0への更新～流域治水の加速化・深化～）
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荒川水系流域治水プロジェクト2.0 ～具体的な取り組み事例～
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関東地方整備局の主な河川事業
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栃木県

群馬県

山梨県

茨城県

神奈川県

長野県

東京都

埼玉県

千葉県

横浜市

さいたま市

宇都宮市

前橋市

長野市

甲府市

水戸市

千葉市

富
士
川
水
系
砂
防

利根川水系砂防

譲原地区地すべり対策

利根川水系砂防
（鬼怒川）

利
根
川
水
系
砂
防

浅間山火山砂防

荒川第二・三調節池

直轄河川（8水系）の管理状況

水系名 河川数
管理延長

(km)
流域面積

(km2)

久慈川 3 48 1,490

那珂川 4 100 3,270

利根川 65 974 16,840

荒　川 11 174 2,940

多摩川 3 79 1,240

鶴見川 4 23 235

相模川 4 26 1,680

富士川 10 122 3,990

計 104 1,544 31,685

※河川数・管理延長にはダム区間含む。

※四捨五入のため、計は合わない。

関東地方整備局管内の河川等
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

主な河川事業 （令和7年度）

浅間山

来襲前 平成19年9月4日
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関東4水系緊急治水対策プロジェクト
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多摩川緊急治水対策プロジェクト

○本プロジェクトは令和元年東日本台風による甚大な被害が発生した多摩川において、国、東京都・神奈川県、関係市区が連携し、令和元

年度から以下の取組を実施。

①被害の軽減に向けた治水対策の推進【河川における対策】 ②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進【流域における対策】

③減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

○令和４年度は、河道掘削と堤防整備の継続及び堰改築に着手するとともに、多機関連携型タイムラインの策定等を推進。

○本プロジェクトは、令和元年東日本台風と同規模の洪水に対して、再度災害を防ぐこととなっており、令和７年度の完了に向け、引き続き、

連携してプロジェクトを推進。

東京都世田谷区玉川地区の溢水によ
る浸水被害状況（世田谷区提供）

位置図
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【堤防整備】

東京都世田谷区玉川地
先（令和７年４月完成）

【大丸用水堰改築】

東京都稲城市大丸地先
（令和７年７月完成）



ちょう せ つ ち

●荒川は埼玉県・東京都を貫流し、沿川の土地利用は高密度に進展しており、また下流沿川はゼロメートル
地帯が広範囲に広がっていることから、一度氾濫すると被害は甚大となる。

●このため、荒川中流部に荒川調節池群（荒川第二・三調節池）を整備することで河道のピーク流量を低減し、調節池よ
り下流の東京都区間を含む広範囲において治水安全度の向上を図る。

荒川第二・三調節池事業
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荒川第二・三調節池事業
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京成本線荒川橋梁架替事業






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利根川から東京湾までの標高イメージ
断面拡幅により強化された堤防

○利根川上流部及び江戸川の右岸堤防が決壊すれば、その氾濫は埼玉県から東京都の範囲におよび、首都圏が壊滅的な被害を受ける恐れ。
〇このような被害が発生する恐れのある区間において、堤防の浸透に対する治水安全度の向上を図るため、堤防拡幅による堤防強化対策を実施。

整備イメージ

元の堤防

拡幅した部分

首都圏氾濫区域堤防強化対策

《利根川上流河川 整備区間》

《江戸川河川 整備区間》
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○江戸川水閘門は竣工後約80年が経過し、堰柱部の亀裂やコンクリート剥離が各所で発生しており、機械設備も改修後約50年が経過し、
ゲート操作が不可能となる不具合が多発しており、洪水時にゲート開操作が不能となった場合、旧江戸川に適切な分派ができない懸念が
あり、現在の施設を改築し、洪水を安全に流下させることで災害の発生の防止又は軽減を図る。

す い こ う も ん

小
貝
川

茨城県

東京都

埼玉県

千葉県

さいたま市

千葉市

横浜市

位置図

千葉県市川市河原地先
東京都江戸川区篠崎町地先

現水門（撤去）

江戸川水閘門改築事業

令和７年１２月７日 起工式《改築イメージ》

《現場休憩所》
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建築物等（建物群）による高台まちづくり 高台公園を中心とした高台まちづくり 高規格堤防の上面を活用した高台まちづくり

土地区画整理等＋高規格堤防

国管理河川 国、都管理河川
大規模浸水時のイメージ

P

天端道路

都管理河川

避難スペース

電源等

民間開発等＋スーパー堤防、高規格堤防

スーパー堤防

高台公園

都県境の橋梁

通路

民間活力

通路 通路 通路

避難
スペース

既設堤防川裏法面 既設堤防川裏法面

学校・公共施設

鉄道駅

排水施設

〔平常時〕賑わいのある駅前空間
〔浸水時〕避難スペース等を有する建築物と
ペデストリアンデッキ等をつないだ建物群に
より命の安全・最低限の避難生活水準を確保

〔平常時〕河川沿いの高台公園
〔浸水時〕緊急的な避難場所や救出救助等の
活動拠点として機能。道路や建築物等を通じ
て浸水区域外への移動も可能

〔平常時〕良好な都市空間・住環境を形成
〔浸水時〕緊急的な避難場所や救出救助等の
活動拠点として機能。浸水しない連続盛土等
を通じて浸水区域外への移動も可能

平常時 平常時 平常時

浸水時 浸水時 浸水時

高台まちづくり
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東京都江戸川区上篠崎地区付近
えどがわく かみしのざき

位置図

高台整備の完成イメージ

篠崎公園地区高規格堤防整備
○江戸川下流部は、背後地に市街地を抱えるとともに、ゼロメートル地帯等の低平地であり、堤防決壊時には広範囲で壊滅的な
被害が発生。

○篠崎公園地区は、土地区画整理事業(江戸川区)、緑地整備(江戸川区)、都市計画道路補助288号(江戸川区)などのまちづくり
と一体的に高規格堤防を整備。

○超過洪水による越水や浸透及び地震に対して安全確保するとともに、堤防決壊による浸水時には、高台が整備されることで、
大規模災害時の救助救出の活動拠点としての利用も可能となり、地域の防災力が向上。

断面図（イメージ）
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その他の取り組み
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荒川第二・三調節池によるDX活用
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荒川第二・三調節池によるDX活用
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荒川第二・三調節池によるDX活用

23











堤防除草のＤＸ活用
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○大規模自然災害への備えとして、迅速に地方公共団体等への支援が行えるよう、平成20年4月にTEC-FORCEを創設し、本省災害対策本
部長等の指揮命令のもと、全国の地方整備局等の職員が活動。

○TEC-FORCEは、大規模な自然災害等に際し、被災自治体が行う被災状況の把握、被害の拡大の防止、被災地の早期復旧等に対する技
術的な支援を円滑かつ迅速に実施。

○南海トラフ巨大地震や首都直下地震をはじめ、大規模自然災害の発生が懸念されている中、令和５年４月には隊員数を約１万６千人に増
強（創設当初約2,500人）。ドローン等のICT 技術の活用や、装備品等の増強など、体制・機能を拡充・強化。

※TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE）：緊急災害対策派遣隊

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動内容ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動内容

【 令和元年東日本台風 】
（長野県長野市上空）

【 令和元年東日本台風 】
（長野県長野市上空）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

市町村へのリエゾン派遣

被災状況の把握 自治体への技術的助言

排水ポンプ車による緊急排水

【 令和3年7月1日からの大雨 】
（島根県飯南町）

【 令和3年7月1日からの大雨 】
（島根県飯南町）

災害対策用ヘリコプターによる被災状況調査

災害対策用ヘリコプター
「ほくりく号」

災害対策用ヘリコプター
「ほくりく号」

「ほくりく号」による千曲川上空の浸水調査「ほくりく号」による千曲川上空の浸水調査

【 令和4年8月の大雨 】
（山形県米沢市）

【 令和4年8月の大雨 】
（山形県米沢市）

【 令和2年7月豪雨 】
（熊本県五木村）

【 令和2年7月豪雨 】
（熊本県五木村）

被災映像の共有

【 H30.7月豪雨】
（岡山県倉敷市真備町）

【 H30.7月豪雨】
（岡山県倉敷市真備町）

＜TEC-FORCE※による災害対応＞

TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）
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ワンコイン浸水センサ実証実験
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要配慮者施設の避難訓練支援ツールの紹介

URL ： https://www.ktr.mlit.go.jp/river/bousai/index00000029.html

29



30



31



32



33



34



35



36



37



令和６年能登半島地震 避難状況関東大震災 避難状況

関東圏の防災力の強化 広域自治体連携ミーティング

関東地方では、水害・地震・噴火など、様々な大規模災害が想定されるところ。
関東大震災では、多くの方が都心から北関東などへ一時的に避難。能登半島地震においても、
多くの方が被災地以外へ避難。また自治体間の対口支援も実施されたところ。

そのような災害時の相互支援を実施するためには、平時からの連携・交流が重要であるとともに、このような、
広域連携は相互の地域・自治体にメリットがあるもの。

そのため、関東地方整備局として、関東圏の防災力の強化を図るため、首長によるミーティング開催等を通じ、
伴走支援を実施。

１）関東地方で想定される様々な大規模災害

２）関東大震災等では多くの方が被災地外へ避難

３）広域自治体連携のメリット

４）広域自治体連携ミーティング開催状況
浸水区域内人口：約540万人

避難者最大７２０万人
（発災２週間後）

影響人口約１９万人
（火山灰堆積厚３０ｃｍ以上範囲）

【災害時】
・水害時、首都直下地震など大規模災害時

に避難場所を確保

【平時】
・自然豊かな「第２のふるさと」ができる
・水源地域等との交流を通じて、水を慈しむ

意識を高める

【災害時】
・浅間山噴火など大規模災害時に避難

場所を確保

【平時】
・交流人口の増加による地域活性化

交流
相互支援

○○区 ○○町村

６万人北海道・東北地方

４０万人関東地方

３０万人中部・近畿地方

２万人中国・四国・九州地方

７８万人合計

○東京・神奈川以外に避難した罹災者
（発災より2.5ヶ月後）

震災地の東京、神奈川に隣接
する関東圏に４０万人が避難
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 【第１回】令和５年１２月１３日（水）：川場村役場
※参加自治体数：７自治体（内首長参加６名）

 【第２回】令和６年６月２６日（水）：北とぴあ
※参加自治体数：２３自治体（内首長参加２０名）

 【第３回】令和７年２月６日（木）：北とぴあ
※参加自治体数：２４自治体（内首長参加１７名）

→自治体間の連携をより一層深化するため、
「共同宣言」を実施

 【第４回】令和８年１月１３日（火）：北とぴあ
※参加自治体数：２５自治体（内首長参加２０名）

→「共同宣言」の実効性を高めるため、
「取組方針」を共有

一 住民間及び団体間の交流
一 地域振興に関わる交流
一 広域避難を含めた災害時の応援
一 地域の保全・発展のための連携

国による伴走支援を継続して実施

26自治体
首長の署名

地域間における広域連携の強化に向けた共同宣言



関東圏の防災力の強化 広域自治体連携ミーティング
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関東圏の防災力の強化 広域自治体連携ミーティング
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ゼロメートル地帯の命を守る防災対策検討会
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利根川「令和の大改修」始動
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2026.3.16 キックオフセレモニー
（左から、関東農政局長、関東運輸局長、関東地方整備局長）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ご清聴ありがとうございました

国土交通省 関東地方整備局

令和８年４月９日（木）

令和８年度 東京都水防協議会


